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北海道大学大学院教育学研究院紀要
第147号　　2025年12月

外国につながる子どもへの支援にかかわる
「協セクター」の特徴と課題

―NPO法人Gコミュニティを事例に―

上　山　浩次郎*

1．はじめに

外国につながる子どもへの支援は，国レベルというよりも地域レベルで進められてきた。
そこには，国レベルの移民政策が不在/不十分という政策的な背景とともに，外国につながる
子どもの多くは特定地域に集住してきたという人口的な背景もあったかもしれない。いずれ
にせよ，外国につながる子どもへの支援は，地方自治体・NPO・ボランティア組織などの地
域レベルのアクターが主導して行ってきた（鈴木2019）。

この点について，新藤（2024：33-34）は，支援を担うセクターを，①「官セクター」（中央
政府・地方政府），②「民セクター」（市場），③「協セクター」（協同組合やNPO），④「私セ
クター」（家族や近隣，友人）に分けている。そこでは，「民セクター」が十分な規模ではない
こと，「官セクター」が支援の中心ではあるものの「公教育」の枠組みで支援することが困難
であること，さらにそれらを踏まえて，「協セクター」の重要性が指摘されている。

その上で，各セクターによる支援を充実させるためには，各セクター間・各セクター内の
関係を深めることや「私セクター」による支援の「承認」が必要であることを示唆し，今後の
課題として，これらの点の解明・記述が提起されている（新藤2024：38-39）。

こうした論点を検討する上で，取り組むべき研究課題の1つは，支援を担うアクターの特徴
と課題を事例に即して明らかにすることだろう。なぜなら，例えば同じ「協セクター」でも，

【要旨】外国につながる子どもへの支援を検討する上では，それにかかわる様々なア
クターの特徴と課題を明らかにすることが重要である。そこで，「協セクター」の1つ
のアクターであるNPO，具体的にはNPO法人Gコミュニティに注目し，その特徴と課
題を考察した。
　結果，第1に，外国人リーダー /キーパーソンを育成しようとする独自の試みがみら
れた。そこには，創意工夫が生まれやすく，設立者のパーソナリティが活動の基盤に
なるというNPOの性格が関わっていた。しかし，第2に，この性格は，後継者人材へ
の継承や確保という人材面と委託金・助成金での運営という財政面での事業の継続
性の困難さも伴うものでもあった。さらに，第3に，制度の不備を示すような類似の
個別問題に直面することが多く，そのために制度改善のための政治への関わりが難し
い状況にある。
　ここからは，NPOによる支援をより充実させるためには，事業の継続性の困難さの
軽減の必要性等が示唆される。

【キーワード】外国につながる子ども，協セクター，NPO
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NPO法人と町内会・自治会では，組織の性格や置かれている状況が異なり，そのことを背景
に直面している課題も異なると考えられるからである。こうした各アクターに即して課題を
浮き彫りにすることによって，セクター間・セクター内の関係を深め，さらに「私セクター」
の「承認」を得ていく上での示唆を得ることができるだろう。

以上を踏まえて，本稿では，「協セクター」のうちNPOに注目してみたい。具体的には，事
務所所在地が群馬県伊勢崎市のNPO法人Ｇコミュニティに注目し，その目的や特徴，事業内
容，学校との関係などを整理することを通して，外国につながる子どもへの支援を担う「協
セクター」の特徴と課題について考察したい。

2．先行研究と本稿の位置

外国につながる子どもへの支援を行うNPOに関する研究は，その目的や意義・事業内容・
他主体との関係などの論点が検討されてきた。

（1）東京都新宿区「みんなのおうち」
例えば，内藤（2019）は，東京都新宿区に拠点を置くNPO法人「みんなのおうち」を代表

理事へのインタビューに基づき検討している。
この代表理事は，もともと，2004年に子育て支援のボランティアとともに「親子の日本語

教室」である「新宿虹の会」を立ち上げていた。そのきっかけは，外国から来た人と日常的に
触れあう中で，母親が日本語を十分に理解できないために子どもの予防接種などの情報が得
られないことがわかったことであった。ただ，この活動を通じて，日本語だけでなく教育相
談や教科教育支援が必要であると感じ，2005年に日本語ボランティアの枠を超えた活動をお
こなうために「みんなのおうち」を立ち上げた1）。

この「みんなのおうち」は，事業として，日本語指導や教科指導を行う「こどもクラブ新宿
（夜の子ども日本語教室）」と，子ども食堂としての機能を持つ「居場所・みんなのおうち」の
運営をしている。

こうした「みんなのおうち」の役割としては，まず，家庭と学校をつなげることが指摘され
ている。なぜなら，外国につながる子どもに関しては，家庭と学校がつながっていないケー
スが多いからである。また，外国につながる子どもが悩みを相談できる場としての役割もあ
る。たしかに，新宿区役所には，多言語での相談窓口や子ども総合センターも存在している。
しかし，そういう場所には外国につながる子どもは相談しにくく，また仮に相談があっても
彼らが抱える問題にきめ細やかに対応しにくい。さらには，日常生活の中で日本人と話す機
会の提供という役割もある。外国につながる子どもは，基本，外国籍のコミュニティで生活
するために，日本語を使う機会は少なく，さらに得られる情報も限られてしまう。

以上のようにみれば，家庭と学校をつなげること，子どもの相談窓口，日本人との会話機
会という意義を「みんなのおうち」は持つ。

（2）愛知県豊田市保見団地「子どもの国」等
他方，井村（2008）は，愛知県豊田市保見団地のNPO法人「子どもの国」について言及し

ている。「子どもの国」は，豊田市から委託を受け，放課後の月から金曜まで学習支援事業「ゆ
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めの木教室」を実施している。また，その他に水曜日の夜に「そら」という青少年の自立支援，
保護者・スタッフの交流親睦会も奇数月の第3土曜日に行っている。
「ゆめの木教室」は，あくまで，学校に行く子どもたちがより学校に通いやすくなるための

サポート事業である。すなわち，学校以外の学習の場の提供ではなく，継続的に学校に通う
ための支援を行うことが目的である。それゆえ，学校との連携は重要な意味をもつ。例えば，

「ゆめの木教室」の出欠状況の学校への共有，心配な生徒に関する情報交換，学校での日本語
教室での取り組みに関する共有などの連携がなされている。
「ゆめの木教室」の定員は30名である。しかし，待機者が20名ほどいる。スペースやスタッ

フの数を考えると十分な受け入れができない状況にあるという（井村2008：37）。
愛知県保見団地については，築山・大沢（2014）も言及している。そこでは，保見団地で

活動する主なNPOとして「子どもの国」「トルシーダ」「保見ケ丘ラテンアメリカセンター」
「保見ケ丘国際交流センター」があることが指摘されている。

また，豊田市の多文化共生施策の取り組みの1つである「NPOとの共働による取組」として
外国人児童生徒支援事業（「子どもの国」への委託，具体的名称：「ゆめの木教室」），外国人
青少年自立支援事業（「子どもの国」への委託，具体的名称：「そら」），外国人住民地域参加
促進事業（「保見ケ丘国際交流センター」への委託，具体的名称：「保見ケ丘日本語教室」），
外国人不就学児童生徒サポート事業（「トルシーダ」への委託，2009年から文科省「虹の架け
橋事業」へ切り替え）がなされていると整理されている。

さらに，市とNPOとの関係性について議論がなされている。例えば，豊田市の委託費用は
少ない。それを背景にして，NPO法人の活動が多くのボランティアによって支えられている。
また，不就学児童について市とNPOとの間に認識の齟齬があるものの，他方でNPO法人の中
には市と協力するものが現れてきたことも指摘されている。

（3）神奈川県「多文化共生教育ネットワークかながわ」
市とNPOとの関係という点でいえば，吉田（2014）は，神奈川県の「多文化共生教育ネッ

トワークかながわ」を事例に，教育委員会との協働が持つ可能性を考察している。
1995年に，神奈川県で，日本語を母語としない人向けの高校進学ガイダンスが始まった。

それは地域支援者の相互協力によって作られたものだった。初年度は，教育委員会との接点
はなかったものの，次年度では後援を得たことを契機に連携を深め，2006年度「かながわボ
ランタリー活動推進基金21」の協働事業としてガイダンスを行うことになり，県教育委員会
との協働が実現することになった。

さらには，高校入学だけではなく高校入学後の生活を支え，キャリア支援を行うような多
文化教育コーディネーター派遣事業も行うようになっている。このように，吉田（2014）では，
NPOと教育委員会との協働によって支援の取り組みが充実していく様相が明らかにされて
いる。

（4）島根県出雲市「エスペランサ」
NPOと他主体との関わりという点では，鈴木（2019）も，島根県出雲市を対象に，NPO・

人材サービス会社・行政の3者の関係を検討している。
ここで，NPOとは，具体的にはNPO法人エスペランサであり，島根県出雲市・松江市を主
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な活動地域として2010年に設立された。その目的は「多文化共生の地域づくり」であり，ブ
ラジル料理店を活動拠点にしてリーマン・ショック後でも居住を選択したブラジル人の再就
職や教育の課題をうけた生活支援を行い始めた。

その後，「出雲で生活するための日本語教室」，外国にルーツを持つ子どものためのサポー
ト事業としての「ポルトガル語母語教室」，中学校入学前の子どもと保護者を対象にした「プ
レスクール（就学前教室）」などの具体的な取り組みが始まっていった。

2015年には，一方で，人材サービス会社2社からNPO法人エスペランサに対して，外国に
ルーツを持つ子どもへのサポートに関する業務委託として資金提供・人的協力がなされた。
また，他方で，出雲市教育委員会とNPO 法人エスペランサとの間で，多文化サポーターの配
置が始まった。その意味で，NPO，人材サービス会社，市教委の3者の連携が始まった。

ただ，人材サービス会社の資源投入によって支援が充実したものの，事務局を担うNPO法
人エスペランサの負担が増すことになった。具体的には，事業供給者としての役割が大きく
なり，アクター間の調整に資源を配分することが難しくなったという。

さらに，2017年以降には，出雲市が独自に通訳・翻訳支援員を雇用することになった。ただ，
このことを契機に，多文化サポーターは，上記支援員が対応できない場合に限り，派遣され
ることとなった。このことは，多文化サポーターが担っていた学校・家庭・保護者の職場の
回路を希薄にし，NPO法人エスペランサが支援を実施する労力の増大を招いた。

また，人材サービス会社のうち1社からの事業委託が終了した。しかし，出雲市役所は，
NPO法人エスペランサに，「多言語生活情報マップの作成」「多文化共生地域活動サポート事
業（地域活動や多言語情報マップの制作等）」，「地域でのやさしい日本語教室の開催コーディ
ネート」の事業委託をした。その意味で，事業供給者としてのさらなる役割の増大があった。
このような形で，NPOと他主体との連携のあり方はダイナミックに変遷している2）。

（5）本稿の事例と研究上の位置
以上，外国につながる子どもへの支援を行うNPOとして，東京都新宿区，愛知県豊田市保

見団地，神奈川県，島根県出雲市の事例を整理してきた3）。
本稿では，群馬県伊勢崎市のGコミュニティを対象にして，目的や特徴，事業内容，学校と

の関係，課題と展望などについて検討を加えることを通して，外国につながる子どもへの支
援を担う「協セクター」の特徴と課題を考察する。

3．NPO法人Gコミュニティの現状

3.1．概要
（1）目的と特徴

特定非営利活動法人Gコミュニティは，事務所所在地が群馬県伊勢崎市にあるNPO法人で
ある4）。その目的は外国につながる子どもへの教育支援にある。ここで，子どもとは，就学
前児童から小学生・中学生・高校生，さらに学校に行くことができていない不就学児童も含
まれている。また，事業を行う中で，子どもの問題は親の問題と一緒であるとの認識を持つ
ようになった。

外国籍の人々が増えると，日本人と外国人の関係は多様に発展しうる。それを段階的に示
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せば，図表1にようになる。現在は，その中でも特に第2段階である「外国人が地域の外国人
をサポート」に重点を置いている。また，第4段階として日本の多様化を目指しており，その
多様性を活かすためには日本人と外国人の対等な関係が重要になると考えている。

Gコミュニティの特徴として，まず，第1に，外国人リーダー /キーパーソンになる人材を
作る取り組みがある。これは先に触れた，第2段階である「外国人が地域の外国人をサポート」
の具体的な例である。そうした人材を増やして，その人が周囲の外国人をサポートすること
で日本社会と外国人コミュニティの橋渡しを行うことが目指されている。

ここには，保護者が日本語能力や文化の違いを背景に自信がないような人が多く，そのこ
とに起因して子どもが自信を持てていないという現状認識がある。逆に言えば，親が自信を
持てるようになれば子どもも自信を持てるようになるという考え方が存在している。

また，第2に，外国につながる子どもにとって，日本語を学ぶことは最終目的ではなく，手
段・道具であるとみなしている点ももう1つの特徴といえる。すなわち，日本語の学習は，あ
くまで，彼ら自身の人生の選択肢・可能性を広げる道具とみなしている。

その道具を使える環境づくりとして具体的な教育支援を行ってきた。それは，図表2のよ
うに，大きく3つあげられており，「自分で決められる力の養成」「機会を自分で作る力の養成」

「身近に相談できる地域の力の養成」である。

図表1　関係性の概要

＊NPO法人Gコミュニティ「実施事業とそのコンセプト」より

（2）成立経緯と組織
こうしたGコミュニティは2018年に設立された。このNPOの代表者は，もともと他のNPO

に参加し活動していた。ただ，そのNPOが解散することになり，それを契機に自身のNPOで
あるGコミュニティを立ち上げることにした。そのことが背景にあり，以前関わっていた
NPOの事業をGコミュニティで引き継いで行ってもいる。
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図表2　事業概要

＊NPO法人Gコミュニティ「実施事業とそのコンセプト」より

また，事務局的機能は，事実上，代表者1名で行い，具体的な事業の担い手として多くのボ
ランティアに関わってもらう形をとっている。ボランティアは，おおよそ30名くらいで，日
本人が20名，外国人が10名程度くらいという。

収益の多くは，群馬県とくに群馬県教育委員会からの事業委託料が多くを占めている。「令
和4年度活動計算書」によれば，経常収益計約380万円のうち群馬県教育委員会委託事業料は
約270万円であり，7割を占めている5）。

3.2．事業内容
（1）進学・職業説明会

次に，事業内容について，いくつかに注目し確認する（図表2参照）。まず，「進学・職業説
明会」を行っている。例えば，2023年12月17日に「～外国ルーツの生徒と保護者のための～
日本の高校，専門学校，大学への進学と職業がよく分かるセミナー」を伊勢崎市絣の郷で開
催している。対象は10～ 20歳の子ども・若者と保護者，定員は30名で，通訳（ポルトガル語・
スペイン語・英語・ベトナム語・タガログ語・中国語）もいる。本堂（2023）によれば，そ
こでは，高校・専門学校・大学のしくみの紹介として，教育制度の概要，受験方法，学費，奨
学金制度などが紹介されている。また，職業について紹介するとともに，その職業に就くた
めにどのような専門学校や大学に進学すればよいかが紹介されている。2023年では，他にも
2023年11月26日に前橋市や，2023年3月26日に伊勢崎市でも同様のセミナーが行われている6）。

（2）母国語による教育相談事業
次に，「母国語（ポルトガル語・スペイン語・英語）による教育相談事業（スクールホッ

トライン群馬）」もある。本堂（2022：42）によれば2015年度からの事業である。それゆえ
以前所属していたNPOからの引継ぎ事業といえる。

これは，具体的には電話による外国人の子どもの教育相談窓口のことであり，月曜日から
土曜の夜9時まで可能となっている。必要に応じて，面談・訪問同行・メールでの対応も行う。
2015年6月から2022年3月までの実績として，相談対象の児童生徒数は297名，支援回数（電話・
面談等）は799回となっている。主な相談内容は，日本語学習・教科学習，進学相談（教育資
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金），進学相談（学校選択情報・受験の仕組み），転校・編入・入学となっており，おおよそ，
学習や進路の事柄となっている（本堂2022：42-43）。

（3）母国語による心理カウンセリング
さらに，「母国語による心理カウンセリング」も行われている。これも2015年度からの事業

であり引継ぎ事業といえる。これは，毎月，（1）スペイン語・英語・日本語（1回）/月），（2）
ポルトガル語（2回/月）で開催されている（本堂2022：42）。

2015年6月から2020年3月までの実績として，相談対象の児童生徒数は174名，支援回数（電
話・面談）は787回，そのうち専門家による心理カウンセリングは378回である。相談内容の
例としては，不登校，学校内家庭内での暴力・不適応，自閉症，発達障害，離婚の子どもへの
影響，親子コミュニケーションがある（本堂2020：40）。

（4）日本語学習・教科学習に関する支援（学校内外）
加えて，学習支援事業として，外国人の子どもの「日本語学習・教科学習に関する支援」が

なされている。例えば，本堂（2019）によれば，2012年度から伊勢崎市の中学校や高校にお
いて，学習支援がなされている。具体的には，伊勢崎市立第二中学校では放課後に週2～3回（各
1時間半）の学習支援（登録生徒数延べ44名）を，伊勢崎市立第四中学校では日本語教室を
週2～ 3回各回1校時に行っている（登録生徒数延べ59名）。さらに，群馬県立太田フレックス
高校でも，週1回3時間枠で学習支援がなされている（登録生徒数延べ59名）。

また，特定非営利活動法人Gコミュニティ『令和4年度事業報告書』によれば，大泉国際交
流協会（群馬県大泉町）との連携事業として，大泉町公民館南別館で外国人児童生徒の教科
学習支援教室を開催している。そこには，外国人児童生徒25名が参加している7）。

（5）外国人コミュニティコーディネーターの養成
次に，「外国人コミュニティコーディネーター」の養成がある。それはコーディネーターの

養成講座を開講し，その受講者のなかから地域のキーパーソンを見出すことが目指されてい
る。その意味で，先に触れたGコミュニティの特徴の1つである，リーダー /キーパーソンの
育成を具体化する試みである。

その養成は2015年から開始している。また，2021年度からは，その名称を「外国人日本語
学習支援ボランティア」としている。養成講座は，毎年1回8～ 11回行う。主な参加対象者は
日本語ができる外国人であり，受講者は延べ116名である（本堂2023：44）。

講座の内容は2015～ 2019年では社会制度の基本知識の学びを重点に置いていた。その意
味で，社会生活を支援するコーディネーター養成であった。しかし，2020～ 2022年では日本
語教育の仕方に重点を置き，日本語学習支援のキーパーソンの養成としての意味をもってい
る（本堂2023：33）。先の名称変更はこの変化を反映していよう。

2023年の場合，「外国人日本語教育ボランティア養成講座」として講座を開講している。そ
の講座の参加対象者は，ポルトガル語，ベトナム語，中国語，タガログ語，スペイン語などを
母語として日本語ができる（日本語能力試験N2程度以上の）外国人を想定している。定員は
15名で全11回の講義がなされた。内容は，日本語の教え方，生活の場面で使う日本語と社会
のしくみなどで，講師は，日本語教師や群馬県多文化共生推進士の資格を持つ者等である8）。



242

（6）心理コーディネーターの養成
次に，「心理コーディネーターの養成」がある。これも2015年からは開始されている（本堂

2023：44）。2023年では，全6回の講座が，臨床心理士・公認心理士・精神保健福祉士の資格
を持つ者を講師として開講されている。ここで，心理コーディネーターとは，外国人が「最
初に相談できる」人を目指し，問題を抱える人に早い段階で気づき必要に応じ学校・専門機
関などにつなぎ，問題の予防のため知識や情報の普及をはかるようなボランティアを指す。
参加対象者は，外国人児童生徒の心理サポートに関心のある日本人・日本語のわかる外国人
で，定員は15名であった。講義内容は，子どもの心の病気に関して基礎を学ぶとともに，ケー
ススタディを通して保護者へのアプローチや連携の必要性を学習する9）。

（7）外国人が教える日本語教室
さらに，「外国人が教える日本語教室」がある。このNPOの自主事業として，先に触れた外

国人コミュニティコーディネーターの養成講座の修了者が主催している日本語教室である。
その意味で，上記講座の波及効果ともいえる。これは2016年から開始された。

群馬県伊勢崎市では大人の外国人向けの教室（毎週土曜日）を，群馬県太田市では児童向
けの教室（毎週土曜日）を行っている。運営方法としては，有償ボランティアとして動機の
持続と交通費のカバーを行いつつ，できるだけ助成金に頼らないよう受講者からの謝金で経
費をねん出している（本堂2022：34）。

（8）中小企業の外国人就労者の日本語教育支援
加えて，図表2には記載されてはいないものの，「外国人コミュニティコーディネーターの

養成講座」の修了者がかかわるものとしては，2022年から「中小企業の外国人就労者の日本
語教育支援」がある。これは，経営者が能力を伸ばしたい外国人を選抜し，その方に対して，
養成講座修了者が日本語を教えるという内容のものである。高崎市の企業では，ベトナム人
の技術者2名に対しベトナム人修了者1名が毎週土曜日3時間日本語を教えている。また，大
泉町の企業ではペルー人就労者2名に対しペルー人修了者1名が毎週土曜日2時間日本語を教
えている。ここでも有償ボランティアという形で運営しているものの，群馬県共同募金会助
成事業を活用している。ただし，賛同してくれる中小企業経営者を探すのが困難な状況にあ
る（本堂2022：35）。

3.3．学校との関係性
次に，学校との関係性を，学校からの要望と学校に関する認識という観点からみてみる。
まず，第1に，学校からの日本語支援のボランティアの要望があるものの対応しきれていな

い状況にある。学校での支援は，平日日中になり，日本語ボランティアは多くの場合仕事が
あることから，マッチングが難しい。また，ボランティアが見つからない場合は，ポケトー
ク（AI通訳機）を届けることもある。

他方，第2に，学校に関する認識として，まず，（1）各学校によって日本語教室の在り方が
多様であると認識している。日本語教室の在り方は，どうしても各教員や各学校に任せられ
ることになる。このことは，一方で，日本語教室の創意工夫の余地を生み出すとともに，他
方で，提供される教育内容のバラツキの大きさももたらしうる。
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次に，（2）日本の教員には，海外の学校制度や学校生活の知識が浸透していないという認
識もある。例えば，ブラジルには授業参観や家庭訪問はない。問題が起きたときだけ学校訪
問や家庭訪問がなされる。そのため，例えば，授業参観に来ないとなれば教員側から見れば
教育不熱心な親に見えてしまう。こうした「当たり前の違い」は，時と場合によっては大き
なトラブルの種になる可能性もある。

3.4．課題と展望
課題としては，第1に，事業の継続性をどのように担保するかという点がある。まず財政面

の問題がある。Gコミュニティを含めた多くのNPOが抱える問題として，営利ではないため
に自治体からの委託事業や企業のCSR（Corporate Social Responsibility：企業の社会的責任）
の一環としての助成金を毎年申請する形で財政を賄っている。多くの場合，単年度であり，
また仮に委託助成をうけても次年度必ずしも受かるわけではなく，さらに競争率も高い。加
えて，教育は，単発的に行えばいいというものではなく，スパンを長く想定する必要があり，
その意味で毎年継続していくことに意味がある。そうした状況で有効なのは行政と関わりを
もつことである。そのため，先に触れたように，Gコミュニティの事業は群馬県や群馬県教
育委員会の委託事業となっている。ただ，委託事業だけだと，それが終われば終了となるた
めに，もう1つの仕組みを作る必要性があると認識している。

また，事業の継続性という点では，後継者人材の確保の難しさという点もある。そもそも，
Gコミュニティに限らずNPOは，設立した人のパーソナリティなどが活動の基礎・基盤にな
ることが多い。そのことが，そのまま後継者人材への継承や確保の困難さをもたらしうる。

第2に，制度・政治への関わりの難しさという点である。教育支援を行うと，毎年，日本語
が不十分，勉強についていけない，進学費用が足りない，心理的な問題を抱えているなど類
似した問題が生じる。それは，制度やその不備が原因で生じている側面がある。そして，そ
の制度の変更を目指せば政治への関わりを増やすことがどうしても必要になる。ただし，
NPOの活動を行いながら，政治への関わりを行うというのは，時間的な制約もあり困難な状
況にある。

とはいえ，その点についてまったく取り組みがなされていないわけではない。具体的には，
県議会議員に働きかけ・相談をすることで制度・政治への関わりを行っている。例えば，県
ごとにつくる公立高等学校入学者選抜実施要項について，群馬県の場合には，「外国人」とい
う言葉が入っていないことに象徴されるように配慮が十分とはいえなかった。そこで，県議
会議員に県教委の一般質問に取り上げてもらった。そのこともあって，「令和6年度群馬県公
立高等学校入学者選抜実施要項」では，「外国人生徒等入学者選抜」が新たに設けられている10）。

また，「群馬に夜間中学をつくる会」の活動のなかで，県議会議員から請願書をつくるよう
アドバイスをうけるとともに，その議員と党派の力添えで請願書を提出した。その結果，県
知事が設置を正式に表明し，2024年4月に群馬県初の夜間中学である「群馬県立みらい共創中
学校」が開校することとなった11）。このような形で，政治へと関わり制度の改善へ向けた活
動を行っている。

なお，「群馬に夜間中学をつくる会」は，Gコミュニティだけの活動ではなく，有志が集まり，
2019年に活動を開始したものである。Gコミュニティの代表者がこうした取り組みを行い始
めたのは，教育相談をする中で，学齢超過で中学校に入れないケースが毎年発生したことが
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きっかけだった。年齢が過ぎているので入学を断られることから教育機会を失ってしまう。
その場合，高校進学するためには「中学校卒業程度認定試験」に合格するしかない。しかし，
夜間中学があれば選択肢を広げることができるため12）にこうした活動を開始した13）。

4．おわりに

以上，NPO法人Gコミュニティの目的・特徴，事業内容，学校との関係，今後の課題等を検
討してきた。最後に，上記の知見を，「協セクター」の特徴と課題という点から整理しよう。

まず，とりわけ強調しておくべきは，やはり，第1に，外国人リーダー /キーパーソンをつ
くろうとする取り組みであろう。具体的には，特に，「外国人コミュニティコーディネーター」
/「外国人日本語学習支援ボランティア」の養成である。こうした試みは，「外国人が教える
日本語教室」や「中小企業の外国人就労者の日本語教育支援」などのいわば波及効果ももた
らしていた。こうした活動が可能なほどに人材育成を行ってきたといってもよい。これらは，
外国人の能力発揮や，日本人との対等な関係性を築いていく上で重要な意味を持とう。

こうした特徴は，NPOという組織の性格，すなわち創意工夫の余地が生まれやすい/創意
工夫を求められる性格，さらに設立者のパーソナリティが活動の基礎・基盤になるという性
格によってもたらされた側面もあるかもしれない。その意味で，NPOだからこそ生まれた活
動・社会貢献のあり方といえよう。

しかし，他方で，第2に，こうしたNPOの性格は，後継者人材への継承や確保という事業の
継続性の困難さも伴うものであった。さらには，財政的には，委託金・助成金での運営をす
る場合が多く，その意味においてもNPOには事業の継続性の困難さがある。

加えて，第3に，制度を改善するための政治への関わりが難しいという側面もあった。NPO
で教育相談を受けると，毎年，制度の不備を示すような類似した個別問題に直面する。制度
の改善を求めるには政治への働きかけが必要であるものの，NPOの活動を行いながらでは難
しい。とはいえ，この点については，他アクター，具体的には県議会議員への働きかけによっ
て一定の制度的改善を実現していた点には注目しておく必要があろう。

以上を踏まえて，「協セクター」による支援をより充実させるための示唆を議論しよう。ま
ず，「協セクター」としてのNPOの活動をより充実したものにするには，やはり事業の継続性
の困難さの軽減が求められよう。これについては，人材の継承・確保という点ではボランティ
アに，財政という点では委託金・助成金に，多くの場合，依存せざるを得ないNPOという組
織の特徴をどのように認識するか/すべきかという論点を検討する必要があろう。そこでは，
NPOに関する公的・財政的支援のあり方自体の見直しを含めた広範な視野を持った議論が
必要になるのかもしれない。

また，他のアクター，特に「官セクター」の主体が，NPOの取り組みに関心をもち，ともに
取り組むことができる内容であれば，積極的にNPOと協力・協働することも求められよう。
Gコミュニティでの県議会議員のように，自治体の議員であれば，多くの場合，地域貢献的な
活動を行うNPOと歩調を合わせた政治活動を行うことが可能であるだけでなく，それが望ま
しい場合もありえよう。「協セクター」の取組や関心を「官セクター」につなげることを通し
て制度レベルでの改善が実現されれば，NPOという「協セクター」は，より本来的な活動に
注力することができよう。その意味で，「協セクター」の活動は，やはり「官セクター」の在
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り方に大きく左右されよう。

【注】
1）	 小林（2008）も参照のこと。
2）	 堀西（2019）も参照のこと。
3）	 ほかにも，例えば，弘田（2020）は心理学の立場から，NPO法人コリアNGOセンターや，NPO法人「こ

どもの里」に言及している。また，嵜本（2022）は，NPO以外の主体として商店会やボランティア団
体に言及している。

4）	 以下，Gコミュニティについては，2022年9月19日に行った代表者へのインタビューやその際に提供い
ただいた資料，さらにHPやそこにある資料によっている。なお，特定非営利活動法人Gコミュニティ
の「G」は，群馬（Gunma）とグローバル（Global）のGを意味する。

5）https://jp-ed-gcommunity.jimdofree.com/事業計画・活動予算（2024年3月31日閲覧）。
6）https://jp-ed-gcommunity.jimdofree.com/イベント-講座-事業企画のご案内（2024年3月31日閲覧）。
7）https://jp-ed-gcommunity.jimdofree.com/決算書類（2024年3月31日閲覧）。
8）https://jp-ed-gcommunity.jimdofree.com/事業計画・活動予算（2024年3月31日閲覧）。
9）https://jp-ed-gcommunity.jimdofree.com/イベント-講座-事業企画のご案内（2024年3月31日閲覧）。
10）群馬県教育委員会（https://www.pref.gunma.jp/site/kyouiku/217648.html）（2024年3月31日閲覧）。
11）群馬県立みらい共創中学校（https://sites.google.com/edu-g.gsn.ed.jp/miraikyoso-jhs/）（2024年3月31

日閲覧）。
12）他にも，中学校の教育課程は，外国人が能力を発揮するために必要な社会生活の知識を学ぶ上で有益

であるという考えや，年齢・国籍など多様な人たちが集まるという意味で多様性が活かせる場とい
うアイデアも背景に存在している。

13）東京新聞2022年11月11日「夜間中学　多様性の学び場に　群馬県が24年，伊勢崎開校　「つくる会」
が後押し」参照。
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Abstract
In considering support for children from foreign backgrounds, it is crucial to identify the 

characteristics and challenges of the various actors involved. This study therefore focuses 
on one actor within the “collaborative sector”—the NPO G Community—and examines its 
distinctive features and challenges.

The analysis highlights three key findings. First, the organization has undertaken a 
unique initiative to cultivate foreign leaders and key persons. This reflects the nature of 
NPOs, in which creativity readily emerges and the founder’s personality often forms the 
foundation of organizational activities. Second, this same nature also creates difficulties in 
sustaining activities, both in terms of human resources—such as leadership succession and 
the recruitment of future personnel—and in terms of financial viability, given the reliance 
on commissioned projects and grants. Third, the organization frequently confronts recurring 
individual problems that point to institutional shortcomings, which in turn constrain its 
capacity to engage politically for systemic reform.

These findings suggest that, in order to strengthen the support provided by NPOs, it 
is essential to address challenges to organizational continuity, particularly with respect to 
human and financial sustainability.




